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研究要旨 

アルコール使用障害の新ガイドラインでは、従来の断酒に加えて減酒が治療目標とし

て取り上げられるなど、より早期からの介入を行うことにより、多くのアルコールによ

る健康損失を軽減させることが期待されている。一方で、専門治療施設での入院加療が

必要な進行した患者も多く、自助グループ等も含めた回復支援も重要となっている。本

研究班は、早期介入から回復支援に至る切れ目のない支援体制整備のため、飲酒量低減

の治療目標が健康障害の改善に寄与しているかどうかのエビデンスを集め、より幅広い

対象に対する飲酒による身体・社会的問題の介入を可能とすることを目的としている。

主に、外来での集団治療プログラムの開発とその有効性の検証、新ガイドラインに基づ

く診療の実施状況調査、飲酒量低減によるアルコール健康障害の改善効果に関するエビ

デンスの収集、女性・高齢者や災害・救急医療におけるアルコール問題、専門治療施設、

プライマリケア、自助グループでの支援についての課題抽出を行う。 

本研究班の令和 2 年度の成果の概要を以下に示す。 

（1） アルコール使用障害に対する外来集団治療プログラムを開発した。また、その有

効性を検証するために、ランダム化比較試験を開始した。 

（2） 飲酒量低減薬の使用状況を調査するために、患者、主治医、薬局薬剤師へのアン

ケート調査を開始し、途中経過ながらナルメフェンの継続率が高くないことが明

らかになった。 

（3） 飲酒量低減から断酒に至る事例を収集した。減酒を入り口として治療に関わり経

過中に断酒の治療方向性に変わる例は存在し、その背景として飲酒のコントロー

ル困難が軽度で、重症度としても高くなく、社会機能が安定している層が断酒を

達成する傾向が予測された。 

（4） 少量飲酒による疾患抑制効果は循環器疾患など疾患限定的にみられるものの、疾

患予防の観点から飲酒量をできるだけ抑えることが、アルコールによる健康障害

の防止し、国民の生命や健康を守ることにつながることが示唆された。 

（5） 2015年以降のトップジャーナルの論文レビューでは、バイアスを除去した質の高

い研究の結果は、低量のアルコール摂取に死亡率を下げることを支持しないこと

が明らかとなった。少量飲酒による疾患抑制効果は循環器疾患など疾患限定的に
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みられるものの、疾患予防の観点から飲酒量をできるだけ抑えることが、アルコ

ールによる健康障害の防止し、国民の生命や健康を守ることにつながることが示

唆された。 

（6） 日本介護支援専門員協会会員の中から無作為に抽出した 1,000名に対し、アンケ

ート調査を郵送した。今後の高齢者アルコール問題の施策を決める上で貴重な資

料になると思われる。 

（7） アルコール依存症に対する認知行動療法について、国内外の文献・エビデンスの

収集を行った。アルコール依存症に対する認知行動療法の治療効果は、国内外に

おいて既にエビデンスは確立されているものの、実際に国内の各施設で認知行動

療法がどのような形で行われているかは調査する必要がある。 

（8） 妊産婦への飲酒指導について、産婦人科医に無記名のアンケート調査を行った。

飲酒問題の評価は十分とは言えず、スクリーンングツールや指導用のツールがあ

れば、活用したいと考える医師は多いという結果だった。飲酒の指導に使える時

間は、医師、コメディカルでも数分程度が現実的だと思われる。 

（9） 救急医療現場に従事する医療関係者、特に医師に聞き取り調査を行い、課題抽出

のための基礎的データとした。依存症対応により、救急医療従事者は独特の疲弊

感、徒労感、怒り、忌避感情を持ちやすい可能性が示唆された。 

（10）自助グループについての文献レビューを海外文献と国内文献で分けて実施した。

国外の研究では、自助活動の役割や有効性について高いエビデンスが明確になっ

ていた。国内の研究では RCTを用いた有効性の検証はされていないが、人間関係

や再発予防や自己成長に与える影響が報告されていた。 

（11）減酒治療薬処方開始後１年の転帰を調査し、減酒治療が早期で軽症のアルコール

依存症者の治療に役立つことが示唆された。依存症専門医療機関の診療実態調査

では、専門医療機関といえどもアルコール依存症の患者が 10％以下の医療機関が

多い現状だったが、広島県アルコール健康障害サポート医へのアンケートでは、

軽症のアルコール依存症は減酒を含めて自ら治療を試み、重症のアルコール依存

症に関しては、専門医療機関による治療を期待していることが示唆された。 

（12）「受診後の患者支援に係るモデル事業」のデータ共有が諸々の理由で行うことが

できず、北茨城市民病院附属家庭医療センターおよび筑波大学附属病院にてアル

コール低減外来を開設し、SBIRT の実施状況から、軽度のアルコール問題から専

門治療につなげる取り組みの効果を評価する予定とした。 
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A．研究目的 

アルコール使用障害は、WHO の提唱

する危険な飲酒（アルコール 40g／日以

上）・ICD-10 による「有害な使用」レベ

ルの軽度なものから、身体的・社会的な

問題が深刻で再発を繰り返す重度のアル

コール依存症まで、連続した病態である

と考えられている。ブリーフインターベ

ンションなどの早期からの飲酒への介入

は、将来の飲酒問題を軽減させる効果が

あるというエビデンスがあるが、実際に

危険な飲酒や初期のアルコール依存症の

段階で医療機関に受診し、飲酒への介入

を受けることは稀である。また、依存症

が進行して問題が重度になった場合は、

専門治療施設での入院治療や自助グルー

プへの参加などが行われるが、飲酒の再

発が起こることも多く、継続的な支援が

重要となる。 

 近年のアルコール依存症治療では、

ハームリダクションの考え方が急速に広

がっている。2013 年の調査では、現在ア

ルコール依存症の診断基準を満たす者は

全国に約 57 万人いると見積もられてい

るが、アルコール依存症での精神科外来

受診患者数は約 10 万 2 千人、入院患者

数は約 2 万 7 千人に過ぎない。この大き

な治療ギャップの原因として、従来の断

酒一辺倒の考え方があることも一因とし

て考えられている。欧州では、治療ギャ

ップを小さくして早期からの介入を可能

にするために、飲酒量軽減を目標とした

介入の考え方が取り入れられてきてい

る。わが国でも、2018 年に上梓された

「新アルコール・薬物使用障害診断治療

ガイドライン」では、新たに飲酒量低減

が選択肢の一つとして取り上げられた。

また、2019 年には国内初の飲酒量低減を

目的とした薬剤であるナルメフェンも発

売され、アルコール治療専門施設でも、

「減酒外来」のような飲酒量低減を目的

とした治療が急速に受け入れられるよう

になってきている。しかし、現段階では

飲酒量低減を目標とした介入が、治療ギ

ャップ縮小や健康問題の改善にどのよう

に影響しているかは十分なエビデンスは

ない。 

本研究班は、早期介入から回復支援に

至る切れ目のない支援体制整備のため、

飲酒量低減の治療目標が健康障害の改善

に寄与しているかどうかのエビデンスを

集め、より幅広い対象に対する飲酒によ
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る身体・社会的問題の介入を可能とする

ことを目的としている。主に、外来での

集団治療プログラムの開発とその有効性

の検証、新ガイドラインに基づく診療の

実施状況調査、飲酒量低減によるアルコ

ール健康障害の改善効果に関するエビデ

ンスの収集、女性・高齢者や災害・救急

医療におけるアルコール問題、専門治療

施設、プライマリケア、自助グループで

の支援についての課題抽出を行う。 

 

B．研究方法 

１．外来集団治療プログラムの開発と有

効性の評価 

 従来の入院患者向けの治療プログラム

や、国内外で行われている認知行動療法、

動機づけ面接法、コーピングスキルトレー

ニング等を参考にして、外来集団治療プロ

グラムを開発した。さらに、本外来治療プ

ログラムの有効性を評価するために、アル

コール使用障害で通院中の患者に対して、

無作為に集団プログラム群と一般治療群を

割り付け、ランダム化比較試験を行った。

対象者は、久里浜医療センターにアルコー

ル使用障害で通院している者で、通院治療

が望ましいと主治医が判断したケースとし

た。入院治療が望ましい場合、通院継続が

困難な場合、高度な認知機能障害等で集団

療法参加が困難な場合、直近 1か月間、断

酒している場合は除外した。 

プログラム参加群は、通常の外来診察の

ほかに、本外来治療プログラムを用いた集

団ミーティングを隔週で 6回行う。対照群

は、通常の外来診察と、飲酒日記を用いた

介入を行った。両群とも、各診察時に

TLFB（Time-line follow-back）を用いて

飲酒量・頻度を聞き取り、4週毎に血液検

査を行い GGT等のバイオマーカーを測定し

た。また、両群とも初回と 6回目の診察時

に AUDIT、SOCRATES を用いて、飲酒問題の

評価と治療モチベーションの評価を行っ

た。また、介入終了後も、6か月後と 12

か月後に、郵送にて飲酒状況のアンケート

を行う。 

 

２．「新アルコール・薬物使用障害の診断

治療ガイドライン」に基づく診療の実施

状況調査 

 全国のアルコール治療機関に、治療の実

施状況について、郵送にてアンケート調査

を行う。まず、調査すべき項目について検

討し、質問紙を作成した。令和 3年度に実

際にアルコール治療機関に対して質問紙を

発送し、回収、データ解析を行う予定であ

る。 

 

３．飲酒量低減薬等の薬物療法の実施状

況 

 久里浜医療センターにて 2019年 3 月か

ら 2020年 9月までにナルメフェン錠を 2

回以上処方され、かつ 2020年 9月から 11

月まで受診履歴のある患者 54名およびそ

の主治医を対象にアンケート調査を行っ

た。また、横須賀・三浦医療圏内でナルメ

フェンの購入実績のある調剤薬局の薬剤師

を対象にナルメフェン錠の服薬指導状況等

のアンケート調査を行い、医師・患者・薬

剤師のナルメフェン錠の印象から継続服用

につながる要素を調べた。 

 

４．飲酒量低減から断酒に至る事例収集 

 2019年 4月から 2020年 3月に久里浜医

療センター減酒外来を受診した 128名に対

して、初診時に人口統計学的データ、ICD-

10アルコール依存症診断基準該当項目
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数、AUDIT、飲酒習慣、K10スコアなどを

聴取した。転帰調査として、初診後 3ヶ月

(±1ヶ月)、６ヶ月(±2ヶ月)の飲酒習

慣、K10スコアを聴取した。 

 

５．飲酒量低減によるアルコール健康障

害の改善効果や医療コストに関するエビ

デンスの収集 

 2015年以降に、医学系トップジャーナ

ル誌（New Eng J of Med., the Lancet, 

JAMA, BMJ）もしくは”Substance Abuce”

のカテゴリーに属するトップ 10誌に掲載

された論文のうち、飲酒量と健康障害に関

する疫学研究や社会的インパクトを取り上

げた論文を対象として、文献レビューを行

った。 

 

６．アルコール問題を有する地域高齢者

への効果的な介入と支援に関する研究 

 介護支援専門員に対するアンケート調査

を、日本介護支援専門員協会の協力を得て

行う。日本介護支援専門員協会会員の中か

ら無作為に抽出した 1,000 名に対し、アン

ケート調査を郵送する。アンケートには担

当しているケースの中で、①アルコール問

題を有するケースがどのくらいあるか、②

飲酒関連問題の具体的内容、③介護する家

族のアルコール問題、④有効な支援に必要

な事柄、⑤身近な相談機関、⑥飲酒問題で

対応に苦労したケース、⑦効果的な対応

で、飲酒問題が改善したケースなどについ

て、回答肢から選択、あるいは自由記載で

調査する。 

 

７．アルコール依存症に対する認知行動

療法（個人及び集団）に関し、本研究班

全体で行われる全国調査も用いたエビデ

ンスの収集及びシステマティックレビュ

ー 

 アルコール依存症に対する認知行動療法

について、国内外の文献・エビデンスの収

集を行った。また、実施状況調査に盛り込

む調査項目を選定した。 

 

８．妊産婦への飲酒実態調査及び早期介

入 

 妊産婦の飲酒実態調査を行うフィールド

を選定し、2020 年 11月、佐賀県産婦人科

医会所属医師に対して、郵送による無記名

のアンケート調査を行った。 

 

９. 災害や救急医療と依存症に関する課

題抽出 

予備的調査として救急医療現場に従事す

る医療関係者、特に医師に聞き取り調査を

行い、課題抽出のための基礎的データとす

る。質的調査のため統計学的な処理は行わ

ない。予備調査の結果を踏まえて、次年度

以降に質問紙票を作成し全国調査を行う。 

 

１０．自助グループを対象とした調査等

によるエビデンスの収集及びシステマテ

ィックレビュー 

 海外では、主に「アルコホーリクス・ア

ノニマス(AA)」や、AAで実施される「１

２ステッププログラム」に関する有効性に

ついての調査研究が散見される。一方、わ

が国には独自のアルコール依存症の自助グ

ループである「断酒会」があり、海外と国

内での自助グループの事情は異なるものと

考えた。そのため、文献レビューを海外文

献と国内文献で分けて実施した。海外文献

は PubMedを用いて、国内文献は CiNii 

Articlesを用いて、一定の条件により分

権を抽出した。 
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１１．依存症の専門医療機関の実態と求

められる機能についての調査 

2019年 3月 6日から 2020年 3月 5日ま

でによこがわ駅前クリニックと瀬野川病院

で減酒治療薬の処方を行なった 70人のう

ち処方開始後の経過を追跡できた 61人を

対象として、減酒治療薬処方開始後１年ま

で、飲酒に関する自己評価と入院回避を評

価項目として有効性を調査した。有効群と

無効群についての特徴の比較、アルコール

依存症病型による有効性の比較を行った。

（2）中国四国地方の依存症専門医療機関

にアンケートを送付し、診療に関する調査

を実施した。（3）広島県アルコール健康障

害サポート医 133人にアンケートを実施し

た。 

 

１２．「受診後の患者支援に係るモデル事

業」の事業報告等を用いた、SBIRTS の取

組状況分析 

 依存症対策総合支援事業の中で行われた

「受診後の患者支援に係るモデル事業」の

データ共有が諸々の理由で行うことができ

ず、計画していた研究の実施が困難となっ

た。SBIRTSの取組のため、北茨城市民病

院附属家庭医療センターおよび筑波大学附

属病院にてアルコール低減外来を開設し

た。２年目からはアルコール低減外来の外

来及び入院患者での SBIRT の実施状況か

ら、軽度のアルコール問題から専門治療に

つなげる取り組みの効果を評価する予定で

ある。 

 

(倫理面への配慮) 

 本研究の中で、必要な研究に対しては、

各分担研究者の所属する機関の倫理審査委

員会の承認を得て実施した。該当する研究

については、調査対象者に対しては、調査

の趣旨、内容、方法等を記した文書により

説明し、書面による同意を得たうえで実施

した。また、得られた情報は厳密に保管し

て、本調査の関係者以外が取り扱えないよ

う配慮し、個人情報の漏洩予防には十分な

対策を講じた。 

 

C．研究結果 

１．外来集団治療プログラムの開発と有

効性の評価 

【外来治療プログラムの作成】 

 別紙参考資料のような外来治療プログラ

ムを作成し、印刷、製本を行った。 

 様々な医療機関で行うことができる通院

頻度、回数を検討し、全 6 回のセッション

から構成し、どの回からも開始可能とし

た。各セッションのテーマは、（1）1 日の

生活を振り返る、（2）飲酒問題の整理、

（3）飲酒と断酒の良い点・悪い点、（4）

アルコールへの誘惑・引き金、（5）欲求に

対処するには、試行ストップ法、いのち

綱、（6）ストレスについて、新たな健康的

実践に取り組む、とした。また、途中にコ

ラムとしてアルコールの身体的な影響等に

ついて教育的な内容を加え、巻末には断酒

日記をつけて記入できるようにした。 

【外来プログラムの有効性評価】 

 まず久里浜医療センターにてリクルート

を開始した。3 月までに、プログラム群 8

名、通常飲酒群 3 名がエントリーし、うち

プログラム群 3 名、通常飲酒群 1 名が 6

回の通院を完了した。今後もエントリーを

続ける予定である。 

 

２．「新アルコール・薬物使用障害の診断

治療ガイドライン」に基づく診療の実施

状況調査 

全国のアルコール治療機関に対する郵送
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アンケート調査のため、別紙のような質問

紙を作成した。質問内容は、どのような理

論に基づくプログラムを行っているか、ど

のような職種が行っているかのほか、コロ

ナウイルスの流行に伴い、アルコール医療

に対してどのような影響があるかを含むも

のとした。令和 2 年度には発送、回収がで

きなかったため、令和 3 年度にアンケート

を発送し、回収し、データの解析を行う予

定である。 

 

３．飲酒量低減薬等の薬物療法の実施状

況 

調査対象者は、患者 54 名となり、2021

年 2 月までに、患者 23 名から回答を得て

いる。またその患者の主治医 10 名から

は、27 名分の回答を得た。調剤薬局の薬

剤師へのアンケートは、調剤薬局のうち、

実際にナルメフェン購入実績のある薬局は

47 施設であったが事前調査にて 5 施設が

「購入したが一度も使用しなかった為返納

した」と回答したため、42 施設を対象に

行った。調剤薬局へは、ナルメフェン投薬

経験のある薬剤師すべてにアンケートへの

参加を依頼しており、2021 年 2 月までに

27 名からアンケートの回答を得た。 

 患者へのアンケート調査で、現在ナルメ

フェンを服用しているのは２３人中９名で

全体の 39％だった。ナルメフェンを使用

した感想として、と答えたのは 7 名で全体

の 30％であり、「普通」が 7 名、「全く良

くなかった、どちらかといえば良くなかっ

た」が 6 名、無回答 3 名であった。 

 主治医へのアンケートでは、処方の目的

が“減酒”である者が 17 名、“断酒を最

終目標に見据えた減酒”である者が 10 名

であった。目的を“断酒を最終目標に見据

えた減酒”とした群の方が現在断酒できて

いる割合が高かった。現在ナルメフェンを

服用しているか否かを反映していないた

め、今後それらを含んだ評価を行いたい。 

 薬剤師へのアンケートでは、７８人中２

回以上ナルメフェンを処方したのは３１名

であり、継続割合は 39.7％であった。「多

くの患者様が抗酒剤の継続はできるのに、

セリンクロだけ続かないのは効果を感じる

方が少ないのではないでしょうか？ほかの

薬よりセリンクロの時は図着に来た時反応

が薄いというかない事が多いです。」等、

従来のアルコール依存症治療薬とは違うと

いうことを指導時に説明する必要があると

思われる、という意見も聞かれた。 

 

４．飲酒量低減から断酒に至る事例収集 

【人口統計学的データ】 

 対象期間(2019 年 4月〜2020年 3月)の

減酒外来の受診者数は 128例(男性 97 例 

年齢 47.4±13.2 歳、女性 31例 年齢

44.3±9.8歳)であった。初診時の調査拒

否例 11例を除き、以降の調査は男性 85

例、女性 26例に行った。 

  居住地域は久里浜医療センターのある神

奈川県内が 49例(44.1%)県外が 62例

(55.9%)であった。学歴は大学院卒 11 例

(9.9%)、大学卒 57例(51.4%)、大学在学中

4例(3.6%)、専門学校卒 11例(9.9%)、短

大卒 3例(2.7%)と比較的高等教育より上の

学歴を持つ者が多かった。同居家族のいる

者が 93例(83.8%)、同居家族のいない者が

18例(16.2%)であった。職業状態は在職中

が 101例(91.0%)、退職後が(3.6%)と職業

状態が安定している者が多かった。治療中

の身体的合併症がある者は 34例(30.6%)で

代謝系疾患が 26 例、消化器系疾患が 5

例、肝疾患が 7例、循環器疾患が 1例であ

った。また治療中の精神的合併症がある者
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は 22例(19.8%)で、F3 が 10例、F4が 5

例、F8が 4例、その他が 3例であった(複

数回答可)。 

【飲酒習慣】 

 AUDITスコアは男性で 18.1±7.0、女性

で 19.8±6.5例であった。 

 ICD10のアルコール依存症候群該当項目

数は 6項目が 5例(4.6%)、5項目が 3例

(2.8%)、4項目が 13例(12.0%)、３項目が

14例(13.0%)、２項目が 14例(13.0%)、１

項目が 20例(18.5%)、0項目が 39例

(36.1%)であった。アルコール依存症に該

当した例は診断基準該当項目数が得られた

108例中 35例(32.4%)であった。 

 初診時の DRL(Drinking Risk Level)は、

男性で 0 が 12 例(14.3%)、Low(平均飲酒量

1-40g/day)が 16 例(19.0%)、Middle(41-

60g/day) が 15 例 (17.9%) 、 High(61-

100g/day) が 24 例 (28.6%) 、 Very 

High(101g-/day)が 17 例(20.2%)であった。

女性では 0が 8例(22.9%)、Low(1-20g)が 2

例 (5.7%) 、 Middle(21-40g/day) が 3 例

(8.6%)、High(41-60g/day)が 4 例(11.4%)、

Very High(61g-/day)が 9例(25.7%)であっ

た。 

 過去 28 日あたりの非飲酒日数は男性で

9.2±10.5日、女性で8.5±8.7日であった。

過去28日あたりの大量飲酒(男性60g以上、

女性 40g 以上)日数は、男性で 12.6±11.4

日、女性で 13.4±10.3 日であった。 

 初診時の K10 スコアは男性 16.6±6.5、

女性で 21.7±7.8 であった。 

【飲酒習慣の転帰調査】 

 初診時のエントリーが男性 85例、女性が

26 例のうち、３ヶ月後(±1 ヶ月)の外来継

続者が男性 27 例(31.8%)、女性が 9 例

(34.6%)であった。6 ヶ月後(±2 ヶ月)では

男性 16例(18.8%)、女性 5例(19.2%)であっ

た。経過が終えた例で、男性の受診前 1 週

間の総飲酒量は初診時 432.8±88.4g、3 ヶ

月後が 290.1±60.0g(p=0.038)、６ヶ月後

が 293.9±55.2g(p=0.046)と初診時に比較

して有意な飲酒量の減少が見られた。女性

では 1 週間の総飲酒量が初診時 308.9±

79.5g、３ヶ月後が 150.6±45.8g(p=0.028)

と総飲酒量の有意な低下を認めた。28 日あ

たりの大量飲酒日数は有意差が認められな

かった。 

【減酒外来受診のうち断酒に至ったケース】 

 調査対象者のうち経過中に減酒から断酒

に至った例は 6例存在した。全例が ICD-10

アルコール依存症診断基準該当項目数が

2-4例で、DRLは middle〜very highであっ

た。また、減酒外来受診時で初診時より断

酒目標としていた例が 5 例であった。ICD-

10診断基準該当項目数は０項目が２例、３

項目が２例、６項目該当が１例であった。

DRL は１例を除いて 0 であり、すでに飲酒

を止めてから外来受診に訪れ、その後も断

酒を続けている例が大多数であった。 

 ナルメフェンを使用して断酒に至った例

では、ナルメフェンで渇望が和らぎ、断酒

に至ることが可能となったケース、またナ

ルメフェンは中断したが、飲酒習慣の変化

の取り組みのきっかけとなり、心理社会的

治療を中心にその後の断酒継続に結びつい

たケースの 2 通りのパターンが推測された。

アルコール依存症の診断がつく者のうち、

断酒に至ったケースでナルメフェンを使用

したケースは 4例であった。 

 

５．飲酒量低減によるアルコール健康障

害の改善効果や医療コストに関するエビ

デンスの収集 

【飲酒と総死亡】 

 アルコール摂取量と死亡リスクについて
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の 87研究にもとづくメタ分析によると、

飲酒者は、禁酒者に対してアルコール 45g

以上で、また機会飲酒者に対してアルコー

ル 25g以上で死亡リスクを高める結果が示

された。また、飲酒の期間、持病、人種、

喫煙の程度で、少量飲酒による死亡抑制効

果は否定的な検討がなされた。バイアスを

除去した質の高い研究の結果は、低量のア

ルコール摂取に死亡率を下げることを支持

しないことが明らかとなった。 

【アルコール摂取量と死亡リスクや

DALYs】 

 アルコール摂取量と死亡リスクや DALYs

に関する世界 195の国・地域からの結果に

よるメタ分析によると、毎日のアルコール

摂取量が増加するに従って総死亡の相対リ

スクが上昇することを明らかにした。男女

ともに、少量の飲酒は虚血性心疾患や糖尿

病のリスクを下げるものの、飲酒量の増加

に伴って総死亡やがん、結核のリスクを有

意に上昇させることを示した。 

【飲酒量と平均余命、循環器疾患死亡】 

 アルコール摂取量と心血管死亡について

83の追跡研究、約 60 万人規模のメタ分析

結果によると、飲酒量の増加は脳卒中・心

不全に促進的、心筋梗塞・冠血管疾患は抑

制的な方向が示された。しかしながら、飲

酒量と平均余命への影響を検討したとこ

ろ、週飲酒量が純アルコール換算で 0-

100g未満の群を基準に対して、それ以上

となるカテゴリーで 40 歳時点での平均余

命を延伸する飲酒量はみられなかった。こ

の研究結果によると、純アルコール量が週

100-200gであった場合 6ヵ月の余命、純

アルコール量が週 200-350gで会った場合

1-2年の余命、純アルコール量が週 350g

以上であった場合 4-5 年の余命の、いずれ

も短縮がみられた。このことは、平均余命

の観点から、摂取アルコール量は週 100g

未満（1日 15g程度）までとすることを示

した。 

【アルコール摂取量と心血管死亡】 

 アルコール摂取量と心血管死亡に関する

45研究にもとづくメタ分析によると、ア

ルコール摂取が比較的多くても（毎日エタ

ノール量 65g未満まで）心血管疾患に対し

て予防的に働くことが示されつつも、非飲

酒者バイアス、喫煙状態、飲酒量計測の正

確さ、ベースラインの心疾患の状況を調整

すると、その抑制効果が漸減する結果とな

った。また、喫煙状況、適切な飲酒量の計

測、ベースライン時のコホートの平均年齢

を 60歳までに限るなど研究の質を高めて

分析を行ったところ、飲酒量による心血管

死亡の有意な抑制効果はみられなくなっ

た。この結果の中で、アジア人での研究結

果、白人の５５歳までにリクルートされた

コホート集団では、飲酒の冠動脈疾患の予

防効果が認められなかったことが示されて

いる。 

【飲酒量とがん罹患】 

 米国の看護師と医療従事者の 2つのコホ

ートを結合させた大規模なコホート研究の

分析によると、全がんやアルコール関連が

んに対して、男女ともに、飲酒量の増加と

ともにがんの発症の相対危険度が増加し

た。アルコール摂取量ががん罹患のリスク

を下げず、循環器疾患でみられた抑制効果

はがん罹患ではみられなかった。 

 

６．アルコール問題を有する地域高齢者

への効果的な介入と支援に関する研究 

 日本介護支援専門員協会会員の中から無

作為に抽出した 1,000名に対し、アンケー

ト調査を郵送した。4 月末日までの回収期

限であるが、3 月 26 日までに約 300 人程
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度の会員からアンケートの回収を得てい

る。今後困難事例、好事例を含め、次年度

に調査結果をまとめる予定である。 

 

７．アルコール依存症に対する認知行動

療法（個人及び集団）に関し、本研究班

全体で行われる全国調査も用いたエビデ

ンスの収集及びシステマティックレビュ

ー 

 2020 年度は、アルコール依存症に対する

認知行動療法について国内外の文献・エビ

デンスの収集を行った。その結果、アルコ

ール依存症に対する認知行動療法の治療効

果は、国内外において既にエビデンスは確

立されていることが判明した。このことを

ワード文書 40 ページほどにまとめた。 

 また本研究班全体で行われるアルコール

依存症診療の実態調査において調査に盛り

込む調査項目として、下記を予定している。 

・質問： 

ARP でどのような治療技法を用いていま

すか？ 

・回答（複数選択可）： 

認知行動療法(CBT)、動機づけ面接法

(MI)、随伴性マネジメント(CM)、家族療

法(CRA)、クラフト(CRAFT)、内観、座

禅、瞑想、マインドフルネス、運動療法、

作業療法、SST、自助グループ、貴施設の

OG/OG との面談、個別心理面接、退院前

訪問、その他（自由回答） 

 

８．妊産婦への飲酒実態調査及び早期介

入 

 2020 年 11 月、佐賀県産婦人科医会所属

医師に対して、郵送による無記名のアンケ

ート調査を行った。43 人中 20 人から回答

を得た。回答者の属性は、男性 17 名、女

性 3 名、40 代 2 名、50 代 5 名、60 代 9

名、70 代以上が 4 名であった。 

質問 1、妊産婦の飲酒習慣についての問診

についてでは、① 飲酒習慣の有無を尋ね

る：9 人、② 飲酒頻度を具体的に尋ねる：

3 人、③ 飲酒量を具体的に尋ねる：2 人、

④ 飲酒頻度、飲酒量を具体的に尋ねる：5

人、⑤ 飲酒習慣についてのスクリーニン

グ・問診は実施していない：6 人、⑥その

他：1 人であった。AUDIT、CAGE 等のス

クリーニング用ツールは全員が使用してい

なかった。 

妊娠 20 週の妊婦に対しての許容できる

1 日の飲酒量としては、① 一滴も飲まな

い：16 人、② 缶ビール 500ml 1 本相当：

4 人、それ以上：0 人であった。授乳してい

る方に対しての許容できる 1 日の飲酒量は、

① 一滴も飲まない：15 人、② 缶ビール

500ml 1 本相当：4 人、それ以上：0 人、

未回答:1 人であった。 

妊産婦への飲酒習慣に対する指導について

は、実施している、もしくは実施していな

いが、対応は可能であるものが多く、妊産

婦への飲酒に対する指導に使える時間は 5

分程度と回答したものが最も多かった。妊

産婦向けの飲酒指導用ツールがあれば使用

したいと回答したものは 20 名中 15 名であ

った。形態としては、リーフレット、冊子

と回答するものが多く、飲酒指導に必要な

内容は胎児性アルコールスペクトラム障害

について、アルコールの母乳移行について、

早産、流産や低出生体重児のリスクが必要

とされた。 

 

９. 災害や救急医療と依存症に関する課

題抽出 

 救急医療現場における依存症に関する課

題抽出に関し、予備的調査として新潟県立

中央病院消化器内科医師 2 名に聞き取り調
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査を行った。以下は聞き取り調査のサマリ

ーである。 

【飲酒問題を呈する患者層】 

典型的には 50 代から 60 代の男性。通院歴

に乏しく、治療歴もあまりない。突然に静

脈瘤破裂などの重篤な状態で救急搬送され

る。治療を行い退院するが、退院時には断

酒ないし飲酒問題をもう起こさないと誓う

が、外来通院に移行後に再飲酒、通院を中

断する。 

アルコールに起因する身体合併症患者の診

療を外来で行っても、断酒の医師を示さな

い。やめる気があればいつでも止められる、

と言って行動に移さない。命にさわること

を説明するが、指導に従わない。 

印象ではあるが、アルコール問題を抱えた

受診者・搬送者の比率は多い。食道静脈瘤

患者が多い。重症者、死亡例も多い。 

【アルコール問題に対する医療者の感情】 

断酒の意志がない、治療をする気がない患

者へ対応し続けなければならない徒労感。

アルコール問題を持っている人は入院後せ

ん妄を起こしやすく、暴れる患者への対応

に自信がない。肝機能が低下しているため

に過鎮静リスクが想定できず、常に重症化・

過鎮静リスクを抱えているために不安を感

じる。自院治療だけでは問題が解決しない

ことへの無力感。 

【精神科医療に対する懐疑と怒り】 

本人が明確な断酒の意志を示さないと地元

の精神科病院が紹介患者を受け取らない。

あきらかに精神疾患であるにも関わらず、

応需する精神科がない。救急場面となれば

なおさらである。なぜ自分たちだけが対応

を続けなければいけないのか。 

 

１０．自助グループを対象とした調査等に

よるエビデンスの収集及びシステマティ

ックレビュー 

【アルコール依存症の自助グループの効果

や有用性に関する国外文献調査の結果】 

12 件の論文がリストアップされ、以下の

所見が明らかになった。 

・欧米では、アルコール依存症の回復支援

をうける成人の多くの割合がアルコーリッ

クスアノニマス（AA）等の自助グループを

用いている。 

・AA や 12 ステップへの参加の継続性や効

果は、研究間でかなりのばらつきがあり、

少なくとも一部は参加者の特徴により異な

ることが指摘された。 

・AA の効果を調べた場合①大きさ、②用量

反応効果、③一貫性のある効果、④時間と

して妥当な効果、⑤特異的な効果、⑥妥当

な説明のつく効果という 6 側面から検討す

ると、⑤以外は証明されているが、⑤につ

いては明確にされていないと指摘された。

（Kaskutas ら） 

・AA は自主的な参加が特徴であり、その有

効性を検討する場合に、AA を自己選択す

ることの影響と、利用による効果の２つを

どう区別していくかが問題となってきた。

これについて Humphreys らは操作変数モ

デルという新しい手法によるメタ分析によ

り、12 ステップ促進プログラム（12TSF）

を無作為割付されたことが自助グループの

参加に効果があることを確認した上で、無

作為化に起因する（＝自己選択バイアスが

ない）AA 出席の増加は、3 ヵ月後、15 ヵ

月後における断薬日数の増加に有意らよる

コクランレビューの研究（♯12）では、研

究デザイン（RCT/準 RCT、非ランダム化、

実際的）、マニュアル化の程度、介入のタイ

プ（12TSF／AA、CBT などの方法）によ

って断酒継続の有無、断酒日数％（PDA））

を調べ、その結果、マニュアル化された
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AA/TSF は、他の介入（CBT など）と比べ

て、12 ヵ月後の継続的断酒率の改善に有意

な影響をもち、PDA では他の介入と同等の

影響を持っていた。マニュアル化されない

AA/TSF では、断酒継続、PDA の両方で他

の介入と同等の影響を持っていた。また、

AA/TSF は、アルコール使用障害患者の間

で実質的な医療費の節約をもたらすことが

示唆された。 

【アルコール依存症の自助グループの効果

や有用性に関する国内文献調査の結果】 

3 つの検索テーマから、最終的な文献リ

ストは、20 件となった（20 文献の概要を

付表２にまとめた）。現時点で収集した 19

文献のうち、9 件が質問紙を用いた量的研

究であり、11 件が半構造化面接(対象者へ

のインタビュー)を用いた質的研究であっ

た。量的研究における分析対象者の N 数は

最小 19 名～最大 222 名であり全国的な大

規模調査は実施されていなかった。また、

質的研究における分析対象者の N 数は、最

小 4 名～最大 19 名であった。対象者はア

ルコール依存症の当事者のみ（17 件）、当

事者と家族（２件）、家族のみ(１件)であっ

た。当事者を対象とした研究は、自助グル

ープ（SHG）に参加し、一定期間断酒が継

続できている者のみに限定している研究が

大部分であった。以上の結果から、質的分

析が多く含まれ、各研究の対象者や効果指

標にもバラつきがあるため、抽出された各

研究の結果をメタ分析などの手法で統合す

ることは難しいと考えられた。 

 

１１．依存症の専門医療機関の実態と求め

られる機能についての調査 

【減酒治療薬のアンケート調査】 

減酒治療薬の有効率は 61％だった。有

効群で精神科入院歴を有する割合が低く、

アルコール依存症病型の軽症群の割合が高

く、初診で減酒治療薬を処方する割合が高

かった。アルコール依存症病型別の有効率

はⅠ型が 100％、Ⅱ型が 86％、Ⅲ型が

80％であり、軽症群全体では 84％で、重

症群と比較して有効率が高かった（表

2）。また、よこがわ駅前クリニックと瀬野

川病院を比較したところ、よこがわ駅前ク

リニックの有効率が 85％と、瀬野川病院

の 43％に比較して有意に高率だった。た

だし、瀬野川病院の通院患者では有効率は

低かったが通院継続率が 100％でありドロ

ップアウトがゼロだった。 

【中国四国地方の依存症専門医療機関にア

ンケート調査】 

35 施設中 22 施設より回答があり、回収

率は 63％だった。通院患者におけるアルコ

ール依存症者の割合が 50％を超える施設

は 22 施設中 2 施設、入院患者におけるア

ルコール依存症者の割合が 50％を超える

施設は 21 施設中 2 施設だった。一方通院

患者が 10％に満たないと回答した施設が

17、入院患者が 10％に満たないと回答した

施設が 15 だった。患者の重症度では、通院

患者のうち若年成人型、社会機能維持型、

家族性中等型といった軽症群が 62.2±

19.2％、若年反社会型と慢性重症型の重症

群が 37.8±19.1％で、有意な差が見られた。

入院患者のうち軽症群は 44.9±26.3％、重

症群は 53.0±26.7％で、両群に有意な差を

認めなかった。減酒治療に積極的なのは回

答した 21 施設中 12 施設だった。減酒治療

に対する意識と通院患者の重症度について

検討したところ、通院患者軽症群の割合が

減酒治療に積極群では 55.1±22.4％、減酒

治療消極群は 71.0±9.0％で、両者に有意な

差は認めなかった。入院患者軽症群の割合

に関しては、減酒治療積極群で 38.8±
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22.6％、減酒治療消極群で 56.1±29.1％と、

こちらも有意な差を認めなかった。専門医

療機関に選定された後の診療機会について

増えたと回答した施設が 10、受診前相談が

増えたと回答した施設が 10 だった。連携

に関しては、行政との連携に積極的という

回答が 16、医療機関との連携が積極的とい

う回答が 16、自助グループとの連携が積極

的という回答が 17 だった。 

【広島県アルコール健康障害サポート医に

アンケート】 

5 群に分類した病型ごとの診療に関する

第一方針として選択する手段が最も多かっ

たのは、若年成人型と社会機能維持型では

減酒、家族性中等型では断酒と紹介、若年

反社会型と慢性重症型では紹介であった。

サポート医とサポート医（専門）では、若

年成人型と社会機能維持型で減酒を選択す

るポイントに差は無く、家族性中等型で断

酒を選択するポイントにも紹介を選択する

ポイントにも差が無かった。若年反社会型

と慢性重症型で、サポート医はサポート医

（専門）より紹介を選択するポイントが高

かった。一般科医師は精神科医師より、家

族性中等型で紹介を選択することが多く、

若年反社会型と慢性重症型で紹介を選択す

ることが多かった。精神科医師は一般科医

師より、家族性中等型で断酒を選択するこ

とが多かった。一般科医療機関勤務医は精

神科医療機関勤務医より、家族性中等型と

若年反社会型と慢性重症型で紹介を選択す

ることが多かった。精神科医療機関勤務医

は一般科医療機関勤務医より、家族性中等

型で断酒を選択することが多かった。専門

医療機関の医師はその他の医師より、家族

性中等型で断酒を選択することが多く、そ

の他の医師は専門医療機関の医師より、家

族性中等型と若年反社会型と慢性重症型で

紹介を選択することが多かった。診療機会

については、社会機能維持型の診療機会が

最も多く、続いて家族性中等型の診療機会

が多かった。サポート医とサポート医（専

門）で病型別診療機会に違いは無かった。

一般科は精神科より社会機能維持型の診療

機会が多く、一方、精神科は一般科より慢

性重症型の診療機会が多かった。一般医療

機関は精神科医療機関より社会機能維持型

の診療機会が多く、一方、精神科医療機関

は一般医療機関より若年反社会型や慢性重

症型の診療機会が多かった。専門医療機関

サポート医はその他の医師より慢性重症型

の診療機会が多く、一方、その他の医師は

専門医療機関サポート医より社会機能維持

型の診療機会が多かった。 

 

１２．「受診後の患者支援に係るモデル事

業」の事業報告等を用いた、SBIRTS の取

組状況分析 

 依存症対策総合支援事業の中で行われた

「受診後の患者支援に係るモデル事業」の

データ共有が諸々の理由で行うことができ

ず、計画していた研究の実施が困難となっ

た。計画していた研究の実施が困難となっ

た。そのため、北茨城市民病院附属家庭医

療センターおよび筑波大学附属病院に開設

したアルコール低減外来にて、SBIRTS の

取組の実施状況を評価する予定である。 

 

D．考察 

１．外来集団治療プログラムの開発と有

効性の評価 

アルコール使用障害の外来での介入に用

いることができる外来治療プログラムを開

発した。従来、わが国では集団治療プログ

ラムは入院患者を対象としたものが多かっ

たが、早期の段階から治療を行うために
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は、外来における治療プログラムを開発す

ることは不可欠と考える。現在はまず久里

浜医療センターにて導入し、有効性の評価

を行っているが、今後他施設に広げ、共同

で有効性の評価を行いたいと考えている。

今後、共同研究を行う医療機関を募り、外

来治療プログラムの研修を行った後、有効

性評価のための症例を集めていきたいと考

えている。 

 

２．「新アルコール・薬物使用障害の診断

治療ガイドライン」に基づく診療の実施

状況調査 

 現在のところ、まだ調査の結果は得られ

ていないため、考察は割愛する。 

 

３．飲酒量低減薬等の薬物療法の実施状

況 

 患者、薬剤師への調査では、途中経過で

はあるが、ナルメフェンの継続使用に至っ

た例が約 40％程度と低かった。今後、対

象者を増やして、服薬継続あるいは中断に

至る要因について調査を続けたい。 

 

４．飲酒量低減から断酒に至る事例収集 

 治療目標としての減酒の方向性を許容し

た減酒外来の受診者層は、従来のアルコー

ル外来を受診する層と比較して若年であっ

た。参考程度に 2014 年の久里浜医療セン

ターの入院アルコール依存症治療プログラ

ムの対象者の平均年齢を挙げると、男性が

56.5±13.5 歳、女性 47.8±13.9 歳であっ

た。入院時の年齢であるため単純比較はで

きないが、減酒外来受診者の方が早い段階

で飲酒問題を相談できる場につながること

が可能となった可能性が示唆される。 

 人口統計学的データでは、高学歴者、同

居家族あり、現在の職業状態が安定してい

るケースが多くを占めており、背景の社会

機能が安定していることが予想された。ま

たアルコール依存症の診断基準に合致する

者は 32.4%に留まり、受診者のうち半数以

上はアルコール依存症の診断閾値下の層が

半数以上を占めていた。これらのことから

社会機能の安定かつアルコール使用障害と

しても軽症の群が減酒をアピールした外来

診療のメインターゲットとなることが推測

された。 

 飲酒習慣の転帰調査では、およそ 20％

弱の対象者のフォローアップに留まり、通

院中断例の多さが課題と思われた。これに

は当院通院への利便性の悪さや、そもそも

軽症のため通院の必要性を感じなくなっ

た、あるいは減酒(断酒)に挫折し通院中断

につながったかもしれない。通院中断の背

景の分析や、同時に通院継続の支援につい

て更なる工夫を要すると思われた。 

 

５．飲酒量低減によるアルコール健康障

害の改善効果や医療コストに関するエビ

デンスの収集 

 近年の飲酒量と健康障害に関する文献レ

ビューにより、飲酒は総死亡やがん罹患の

リスクを増加させ、平均余命を延伸するよ

うな飲酒量は見当たらないことが国際共同

研究で分かってきた。また、少量飲酒は、

心筋梗塞や冠動脈疾患で抑制効果が認めら

れたが、総死亡率を下げることを支持する

ものではなかった。 

 飲酒量と全死亡の関係は、これまでいわ

ゆる“J カーブ”の関係を示す研究結果が

これまでに多く報告されてきた。しかし、

近年の国際的なメタ分析では、少量を含む

飲酒者における死亡率低下や平均余命の延

伸はみられないという報告が公表されつつ

ある。今後、こうした国際的な動向をふま
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え、わが国でのアルコールの死亡への影響

について注視していく必要があると思われ

る。 

 一方、毎日エタノール量 65g 未満まで

の比較的多い飲酒量でも心筋梗塞や冠血管

疾患の抑制効果は、国際的なメタ分析でみ

られた。このメカニズムとして、飲酒によ

る HDL コレステロール増加が考えられ

る。アルコール摂取量と心筋梗塞の抑制的

な関連は国内外の研究において、アルコー

ル摂取量の少ない範囲では負の量-反応関

係がみられるが、多量飲酒になるとこの関

係が減弱することが知られているため、ア

ルコールの心血管系の抑制効果は少量飲酒

にとどまることに留意する必要がある。ま

た、非飲酒者バイアスや喫煙状況の詳細を

調整した質の高い研究では、この関係が減

弱することから、今後抑制的な影響が生じ

続けるのかについて見極めていくことにな

ると思われる。 

 がんの発症については、男女ともに、飲

酒量の増加とともにその相対危険度が増加

した。アルコールによる身体的障害は、全

身的な広がりをもった健康影響が特徴的で

ある。全がんやアルコール関連がんでは、

男女ともに、抑制的な効果を認めず、飲酒

量とがんの発症の相対危険度が直線的な正

の関連を示したことは、この全身的な影響

を示している可能性がある。血管系とがん

の発症の病態的なメカニズムの違いがこう

したアウトカムに影響を与えていることも

考えられた。 

 本文献レビュー結果をわが国で適用して

いくためには、いくつか考慮すべき点があ

る。本レビューに用いた文献のほとんどは

国際的なメタ分析やコホート研究にもとづ

く文献で、わが国の実態に直接的に合わな

い可能性が含まれる。特に女性の飲酒者は

わが国では男性に比べ、比較的少ないた

め、性別による結果には注意が必要であ

る。疾患の発症頻度も国状によって異な

る。広義の循環器疾患のうち、欧米を中心

とする地域では心血管疾患の発症が多いの

に比べ、わが国では脳血管疾患の発症が多

いが、国際的なメタ分析によりその特性が

反映されにくくなっている。この他、調整

項目や追跡期間が研究によって若干異な

る。調整項目の数や追跡期間の多少が、結

果を検討する際に留意しなければならない

点として挙げられる。 

 

６．アルコール問題を有する地域高齢者

への効果的な介入と支援に関する研究 

 わが国の高齢者、特にその在宅介護現場

におけるアルコール問題の実態を明らかに

する全国規模の調査研究であり、今後の高

齢者アルコール問題の施策を決める上で貴

重な資料になると思われる。また、研究最

終年度には困難事例や効果的な介入成功事

例などを含めた介護支援専門員向けのアル

コール問題対応マニュアルの作成や、それ

に基づく研修会の開催を行い、支援者の人

材育成に繋げたい。 

 

７．アルコール依存症に対する認知行動

療法（個人及び集団）に関し、本研究班

全体で行われる全国調査も用いたエビデ

ンスの収集及びシステマティックレビュ

ー 

 アルコール依存症に対する認知行動療法

の治療効果は、国内外において既にエビデ

ンスは確立されているものの、実際に国内

の各施設で認知行動療法がどのような形で

行われているかは不明である。 

 

８．妊産婦への飲酒実態調査及び早期介
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入 

 飲酒問題の評価は十分とは言えない。ス

クリーンングツールや指導用のツールがあ

れば、活用したいと考える医師は多い。飲

酒の指導に使える時間は、医師、コメディ

カルでも数分程度が現実的だと思われる。

指導ツールの形態は、リーフレットが望ま

しい。内容は、ＦＡＳＤ、母乳移行、早

産、流産や低体重のリスクが高まることな

どが望ましい。 

 

９. 災害や救急医療と依存症に関する課題

抽出 

 問題飲酒者、酩酊者の対応によって独特

の疲弊感、徒労感、怒りを強く感じること

が分かった。また問題飲酒者に対して精神

科が対応しないことへの疲弊感、怒りも強

く感じていることが分かった。聞き取り調

査から、酩酊者の救急対応は救急医の疲弊

を招きやすいことが分かった。 

もちろん食道静脈瘤破裂などの重篤な身

体疾患は救急救命措置が必要である。その

こと自体に対する不満は見られなかった。

しかし、患者側要因としては否認や自己防

衛といった心理機制、システム要因として

は精神科医療につなげたくてもつなげられ

ず行き詰まりを感じる点が救急医療現場で

の疲弊感、徒労感につながっていると考え

られる。 

 

１０．自助グループを対象とした調査等

によるエビデンスの収集及びシステマテ

ィックレビュー 

 アルコール依存症の自助活動における国

内外でのレビューを系統的に行い、その研

究動向や証明された所見を整理した。 

国際的には、自助グループの有効性が高い

エビデンスレベルで達成されていることが

明確化にされた。但し、自助グループな自

主的参加という点こそが特徴なので、動機

づけの高い人で効果を実感するのは当たり

前外でもこうした自助グループの効果につ

いては明確な効果が示されたのは比較的最

近のことであった。自助グループへのつな

ぐためのプログラム 12 ステップ促進プロ

グラム（12TSF）が用いられ、その有効

性も検証されていることが分かった。 

一方、日本では、自助グループの有効性の

検討は、質的研究や前後比較の研究はある

が、RCT などの実証性の高い研究はな

い。今後、海外の研究の手法をもとにした

実証的な研究が行われる必要があると思わ

れる。それでも現時点での現時点までに収

集した、各文献における主要な結果から、

アルコール依存症の自助グループが、回復

や治療にどのように役立っているのか、効

果や有用性に関して要約すると以下の点が

示唆された。 

１．自助グループに参加することで仲間や

人とのつながりが生まれ、当事者と家族と

もに新たな人間関係や対人関係が構築され

る 

２．自助グループに継続参加することで、

断酒の決意を固めることや、再飲酒の抑止

効果、完全断酒の促進が期待できる 

３．自助グループ活動(体験談の語りや仲

間と過ごすこと)を通して、自己成長や、

自分自身に自信をもつこと(自尊心の回復)

につながる。 

以上の国内外の自助グループの効果研究に

関するレビューにより、近年の国際的なメ

タ分析研究により、AA などの自助グルー

プは CBT などの介入と同等又はそれ以上

の効果があることが証明されており、また

国内研究でも自助グループの多面的な効果

が示されている。まずは、こうした自助グ
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ループ効果について医療者や利用者にしっ

かり伝えることが重要であるといえた。ま

た 12 ステップ促進プログラム（12TSF）

という医療から自助グループにつなげるプ

ログラムの有効性が示され、日本でも自助

グループへつなぐプログラムの開発が必要

であると考えられた。 

 

１１．依存症の専門医療機関の実態と求

められる機能についての調査 

 減酒治療薬は断酒ではなく減酒を目的に

した薬剤であるが、早期で軽症のアルコー

ル依存症患者の新たな治療選択肢と成り得

ることが示された。今後は、かかりつけ医

などもアルコール依存症の初期治療を担う

ことが期待される。 

専門医療機関とはいえ、多くの医療施設で

は、アルコール依存症の患者が全患者の

10％以下であることが判明した。通院も

入院も、約半数の患者が軽症群であること

も判った。また、減酒治療についても半数

以上の医療機関で積極的であり、早期の治

療に意欲的に取り組んでいることが示唆さ

れた。約半数の医療機関では、受診前相談

も診療機会も増えており、治療ニーズが高

まっていることが示唆された。今後、ます

ます重症化する前の早期治療が広がること

が期待される。 

サポート医とは、広島県が独自に制定した

資格であり、アルコール健康障害に対する

研修を受講することで付与される。サポー

ト医全体で、社会機能維持型、家族性中等

型の診療機会が多く、軽症のアルコール依

存症を診療する機会が多いことが示唆され

た。その中でも、精神科医や世専門医療機

関勤務の医師は慢性重症型を診療する機会

が多いことが示唆された。対応に関する方

針では、若年成人型が社会機能維持型では

減酒治療を選択する方針の点数が高かった

ので、軽症患者における減酒治療は意外と

受け入れられていることが示唆された。断

酒を第一方針と考える病型は家族性中等型

のみで、若年反社会型や慢性重症型といっ

た重症群では紹介が第一方針という結果だ

った。重症群で紹介を第一方針とする考え

方は、一般科医や一般医療機関で顕著であ

り、総じて、専門医療機関には重症群のア

ルコール依存症の治療が求められているこ

とが示唆された。 

なお、本研究の限界としては、アルコール

依存症の病型分類が暫定的なものであるこ

と、アンケートの地域が広島県や中国四国

地方と限定されていることが挙げられる。 

 

１２．「受診後の患者支援に係るモデル事

業」の事業報告等を用いた、SBIRTS の

取組状況分析 

 研究により得られた成果の今後の活用・

提供：研究計画の変更が必要となった。２

年目からはアルコール低減外来を開設して

いる北茨城市民病院附属家庭医療センター

および筑波大学附属病院の外来及び入院患

者の SBIRT の実施状況から、軽度のアル

コール問題から専門治療につなげる取り組

みの効果を評価する予定である。 

 

E．結論 

１．外来集団治療プログラムの開発と有

効性の評価 

アルコール使用障害に対する外来での集

団治療プログラムを開発した。現在、先行

して久里浜医療センターにて、本プログラ

ムの有効性評価のためのランダム化比較試

験を行っている。今後、他施設との共同研

究に対象を広げていく予定である。 
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２．「新アルコール・薬物使用障害の診断治

療ガイドライン」に基づく診療の実施状況

調査 

 アルコール専門治療機関に対するアンケ

ートを作成した。令和 3 年度には、アンケ

ートの発送と回収、結果の分析を行う予定

である。 

 

３．飲酒量低減薬等の薬物療法の実施状況 

 ナルメフェンの使用状況についての調査

を開始した。途中経過では、ナルメフェン

の治療継続率が高くないことが示唆されて

いる。今後、さらに使用状況や、継続服用

につながる要素を調べていく予定である。 

 

４．飲酒量低減から断酒に至る事例収集 

減酒を入り口として治療に関わり経過中

に断酒の治療方向性に変わる例は存在し、

その背景として飲酒のコントロール困難が

軽度で、重症度としても高くなく、社会機

能が安定している層が断酒を達成する傾向

が予測された。今後データの集積を行い、

断酒に至るケースの背景因子の更なる分析

を行い、減酒治療のマニュアル作成時の参

考資料として用いたい。 

 

５．飲酒量低減によるアルコール健康障害

の改善効果や医療コストに関するエビデ

ンスの収集 

 本研究結果から、少量飲酒による疾患抑

制効果は循環器疾患など疾患限定的にみら

れるものの、疾患予防の観点から飲酒量を

できるだけ抑えることが、アルコールによ

る健康障害の防止し、国民の生命や健康を

守ることにつながることが示唆された。 

 

６．アルコール問題を有する地域高齢者へ

の効果的な介入と支援に関する研究 

 アルコール問題を有する地域高齢者への

効果的な介入を行うため、在宅介護現場に

おけるアルコール問題の実態を把握すべく、

日本介護支援専門員協会の協力を得てアン

ケート調査を開始した。 

 

７．アルコール依存症に対する認知行動療

法（個人及び集団）に関し、本研究班全体

で行われる全国調査も用いたエビデンス

の収集及びシステマティックレビュー 

 上記の考察から、各施設に対して上記の

質問の実施し、各施設で用いられているテ

キストを集めることによって実態調査、解

析を行う必要があると考えられた。 

 

８．妊産婦への飲酒実態調査及び早期介入 

 妊産婦の飲酒実態について、産婦人科医

にアンケート調査を行った。アンケート結

果に基づき、次年度以降は、節酒指導用ツ

ールの開発を行う。 

 

９. 災害や救急医療と依存症に関する課

題抽出 

 依存症対応により、救急医療従事者は独

特の疲弊感、徒労感、怒り、忌避感情を持

ちやすい可能性が示唆された。今回の聞き

取り調査はあくまで予備的調査であり、今

回の結果を救急医療一般に敷衍することは

できない。しかし、依存症に対する課題の

一端を示したと思われる。 

今回の結果を踏まえ、次年度以降に全国調

査を行うための評価尺度の選定、全国調査

のデザイン・実施を行い、課題抽出を行う

予定である。 

 

１０．自助グループを対象とした調査等に

よるエビデンスの収集及びシステマティ

ックレビュー 
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 国内外の自助活動の有効性の検証をした。

その結果、国外の研究では、自助活動の役

割や有効性について高いエビデンスが明確

になっていた。そして、国内の研究では RCT

を用いた有効性の検証はされていないが、

自助グループに参加した人において、人間

関係や再発予防や自己成長に与える影響が

明確にされている。こうした所見を臨床家

や行政にも明示して、精神保健福祉センタ

ーや医療機関で自助グループへつなぎをよ

りしっかりと行うべきであることが示唆さ

れた。特に、自助グループへのつなぎを行

うために、海外では、12ステップ促進プロ

グラム（12TSF）が用いられ、有効であるこ

とが示されており、日本でも行政や医療保

健福祉で自助グループにつなぐためのガイ

ドラインを作成することの意義があるとい

える。このガイドラインはまだ今年度では

作成途上である。 

 

１１．依存症の専門医療機関の実態と求め

られる機能についての調査 

 依存症専門医療機関（アルコール健康障

害）における減酒治療の試みでは、減酒治

療が、早期で軽症のアルコール依存症者の

治療に役立つことが示唆された。中国四国

地方における依存症専門医療機関（アルコ

ール健康障害）の診療実態調査では、専門

医療機関といえどもアルコール依存症の患

者が 10％以下の医療機関が多い現状だっ

た。しかし、その中でも減酒治療を含めて

積極的に対応しており、アルコール依存症

に対する治療ニーズが増えていることが示

唆された。広島県アルコール健康障害サポ

ート医およびサポート医（専門）へのアン

ケートを通じた依存症専門医療機関（アル

コール健康障害）に求められる機能の調査

では、研修を受講したサポート医の意識と

して、軽症のアルコール依存症は減酒を含

めて自ら治療を試み、重症のアルコール依

存症に関しては、専門医療機関による治療

を期待していることが示唆された。 

 

１２．「受診後の患者支援に係るモデル事

業」の事業報告等を用いた、SBIRTS の取組

状況分析 

 次年度より、アルコール低減外来の外来

及び入院患者の SBIRT の実施状況から、軽

度のアルコール問題から専門治療につなげ

る取り組みの効果を評価する予定である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 特になし 


